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Summary
創造性向上を目指す企業の挑戦　―計測の困難さを乗り越える―

　
　「はたらく人の創造性コンソーシアム」が2023年9月に公表したプログレスレポート
Vol.1「『創造性』で切り拓く はたらく人の未来」は、創造性が何であるのかを整理し、
その意義を確認したうえで、創造性にもっと注目し、その向上に向けた取り組みを拡大す
べきことなど4つの提言を行った。
　
　本コンソーシアムが次のステップとして取り組んだのが、創造性向上に向けた自らの取
り組みやサービスの効果を検証するために「創造性を測定する」という課題だ。学術的な
研究では、さまざまな創造性の測定指標が提案されており、中には広く使われている方法
もある。しかし、そうした学術的な指標はいずれも、（１）データ面の制約、（２）妥当
性を巡る疑問（ビジネス目線で見たときの納得性）、（３）汎用性の欠如、という3つの
点で問題を抱えており、そのまま一般のビジネスへ適用することは難しい。
　
　それでは、コンソーシアム参加企業は、自らの取り組みやサービスの有効性をどのよう
に検証しているのか。本コンソーシアムでは、プログレスレポートVol 1公表以降、計13
回に及ぶ会合などにおいて、参加企業それぞれが抱える課題やその解決に向けた試行錯誤
や工夫の様子を議論してきた。そうした互いの経験から得られた気づきと教訓は、「学術
研究、産学連携の重要性」、「顧客（ユーザー）との対話の必要性」、「実証実験の環境
設定、方法を巡る課題の存在」の3つだ。

　そうした課題や気づきを踏まえると、本コンソーシアムの今後の活動の指針として、
（１）創造性向上には、「個人」と「環境」の双方への働きかけが必要である、（２）AI
などの新技術の活用で、現在の困難を乗り越えられる可能性がある、（３）コンソーシア
ムにおける互いの経験の共有から学ぶことは多い、という3つの点は重要だ。

　以上を踏まえたうえで本コンソーシアムでは、共通の関心事項についてさらに議論を深
めていく。蓄積してきた知見を社会へ還元することも検討する。さらには、参加企業の互
いの強みを活かした形で、新しいサービスの創出に向けた共同研究・実験なども可能性を
探っていきたい。
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はじめに Vol.1 の振り返りと本レポート（Vol.2）の狙い 

 

 

プログレスレポート Vol.1 の振り返り 

「はたらく人の創造性コンソーシアム」（以下、コンソーシアム）は、2023 年

1 月に異業種 10 社が参画して発足した。「どうすれば、働く人の創造性を向上さ

せられるか」、「ビジネスとしてそこにどう貢献できるか」という問題意識の下、

11 回に及ぶ会合などで議論を積み重ねた成果を報告書として取り纏めたのが、

同年 9 月公表の「創造性で切り拓くはたらく人の未来（プログレスレポート

Vol.1）」である。 

同レポートではまず、学術的な研究を踏まえて、創造性について「ある『ドメ

イン』における『新規』かつ『有用』な『アイデア』の創出」と定義した。因み

に創造性をベースに実装（アイデアの実現）を進めることで、革新的な製品やサ

ービスを生み出すことがイノベーションである。なお、本レポートは、創造性に

ついて「決して特別なことではなく、一握りの人だけが有するものでもない」と

指摘し、「革新的なアイデアだけでなく、日々の創意工夫も含め新しい価値を創

り出すアイデア全般」を創造性と位置付けている。 

創造性が重要である理由として同レポートは、①創造性は経済成長の源泉で

ある、②創造性は働く人の「ウェルビーイング」、「ワークエンゲージメント」と

密接に関係する、③AI 時代においては、創造性こそが働く人に求められるスキ

ルとなる─ことを指摘した。 

そのうえで、はたらく人の創造性向上に向けて 4 つの提言を行った。その第 1

は、創造性の重要性を踏まえると、私たちが「もっと創造性に注目すべき」だと

いうことだ。 

第 2 は、日米のアンケート調査の結果1などを踏まえると、日本人が創造性を

「一部の天才だけのもの」と誤解し、「自分とは関係が無い」と諦めてしまっ

ている可能性があり、そうした状況を打破するために「創造性に対するハード

ルを引き下げる」（＝自らが創造的であるとの認識を高めていく）必要がある

ということだ。 
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第 3 は、各企業がそれぞれ、「創造性を向上させる取り組みを拡大するべき」

ということだ。そのうえでは、本コンソーシアムが考案した「創造性支援フレー

ムワーク」が参考となると指摘している。同フレームワークは、縦軸に、創造性

支援の働きかけの対象（「個人」や「集団」）を、横軸に創造性のプロセス（「発

散」および「収束」）を取っており、「A：知識の多様性を高める」、「B：知識の

質を高める」、「C：知識の流通量を増やす」、「D：焦点を合わせる」という 4 つ

の象限へと創造性支援の取り組みを分類している（次頁の図表を参照）。 

第 4 は、AI の急速な進化により、多くの分野で破壊的な革新がもたらされる

可能性があり、多くの労働者がそれを脅威に受け止めるかもしれない。他方で、

AI には、働く人の創造性を高める効果も期待できるわけであり、私たちは「AI

を創造性向上に向けたチャンスと捉えるべき」だということである。 

 

【図表 1】創造性支援フレームワーク 

（出所）コンソーシアム 
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本レポート（プログレスレポート Vol.2）の狙い 

上述の 4 つの提言は、いずれも創造性を向上させるためのものだが、それら

を進めるうえで重要なのが、「創造性をどのように測定するか」という点だ。特

に第 3 の提言では、コンソーシアム参加企業の取り組みやサービスを「創造性

支援フレームワーク」に当てはめて紹介している。それぞれの参加企業は、自ら

の取り組みやサービスについて、それを実施することが創造性の向上に繋がる

と考えている。しかし、「顧客にその効果を具体的に説明するうえで苦労がある」

というのが参加企業の共通認識だ。自社の取り組みやサービスによって創造性

が高まったかどうかを定量的に測定する方法、つまり「創造性の指標（測定方

法）」として適当なものが見当たらないという悩みだ。 

そこで本コンソーシアムでは、2023 年 9 月のプログレスレポート Vol.1 公表

以降、計 13 回に及ぶ会合などにおいて、参加企業それぞれが抱える課題やその

解決に向けた試行錯誤の様子を議論してきた。そうした議論は、互いの経験から

学び合い、気付きを得るという成果をもたらした。本レポートは、そうした議論

から得られた教訓をまとめたものである。 

本プログレスレポート Vol.2 では最初に、「創造性の指標（測定方法）」につい

て、学術的な研究動向を解説する。そのうえで、そうした学術的知見をビジネス

にそのまま適用することの難しさを考察する。さらにそうした事情を踏まえた

うえで、コンソーシアム参加企業はどのような考え方に基づいて、どのように自

らの取り組みやサービスを規定し、その効果を測ろうとしているのかを述べる。

 
1

 2023 年コンソーシアムが実施したアンケート調査：https://x.gd/nlhni 

https://x.gd/nlhni
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1 章 創造性の指標（測定方法）についての学術的な動向 

 

人類の歴史において長きにわたり、物事を「創造する」という人間の特性は、

神より与えられた神聖なものと考えられており、科学的に解明できるとは考え

られていなかった。そうした中で、最初に進められたのは、「卓越した創造性」

の研究だ。稀有な創造性を発揮した天才と呼ばれたような人に、どのような特徴

があったのかを探る試みは、今日の事例研究法、計量歴史学へと繋がっている。 

そうした研究では、天才と一般人との間に創造性の非連続性や質的な違いを

強調するものが多い。他方で米国の心理学者ジョイ・ギルフォードは、「創造者

（天才）は誰もが持つ創造的才能（creative talent）を単に多く持つだけ」と捉え

ることで、一般母集団を使った創造性研究が可能となると考えた2。日常の創意

工夫と歴史的な発見との間には連続性が存在する可能性があるというわけだ。

連続性が存在するのであれば、多様な一般人を対象とした研究により得られる

知見は、天才を含むすべての人に適用できる。一般人を対象とするのであれば、

実験も可能だ。未だに連続性は完全には証明されていないが、それでもギルフォ

ードの考え方は作業仮説としての有用性が支持されており、多くの研究が一般

人を対象として進められている。 

ここで創造性の測定方法を考えるうえで、前提となる創造性の定義を改めて

見ておく。上述の通り、本コンソーシアムでは、創造性を「ある『ドメイン』に

おける『新規』かつ『有用』な『アイデア』の創出」であると位置づけている。

この定義は、学術的に概ね広く受け入れられたものだ。こうした定義からは、①

成果物（プロダクト）である「アイデア」が創造的であるか否かを新規性と有用

性の視点から評価する、②創造的であると言える場合、それを可能とした個人の

特性・能力を測定する、さらには③創造性の発揮へと繋がった活動の過程を明ら

かにする、といった点が重要と言えるだろう。③に際しては、環境（組織や働き

方なども含む）の影響も分析する必要がある。そこで以下では、①成果物、②個

人、③環境の 3 つの視点それぞれについて、学術研究の動向を紹介する。なお、

以下で述べる評価手法は、単独で用いるのみならず、組み合わせて利用されるこ

とも多い。因みに、予め指標を概観したのが次の図である。 
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【図表 2】創造性の指標分類 

（出所）コンソーシアム 

 

（１）成果物の創造性評価 

成果物を創造性の定義に基づいて評価するうえでは、「新規性」および「有用

性」をどのように判断するかが焦点となる。その手法としては、「社会的な評価

を利用するもの」と、当該成果物のドメイン（領域）を限定したうえで、「それ

を生み出した本人の自己評価、上司評価、第三者評価」に基づくものの二通りが

存在する。 

▼社会的評価に基づく指標（測定方法） 

成果物として容易に思いつくのは、芸術作品、発明品、出版物、作曲などだろ

う。これらは、各分野の専門家の評価により、創造性の高さが判断可能だ。新規

性にせよ有用性にせよ、専門家の評価は一般人よりも信頼性が高く、客観性が確

保されるとみなされる。コンテストなどでの受賞歴、特許の登録件数・被引用数、

学術論文の発表件数・被引用件数なども、同様のことが言える。 

 こうした方法は、社会に既に普及している評価システムを活用するという点

で、社会的評価に基づく創造性の指標（測定方法）と位置付けられる。こうした

手法では、例えば専門家でなくとも、漫画やゲームについてのコミュニティでの

レビューなどを利用する方法も見受けられる。 

こうした手法の特徴であり利点は、広く公開されており、評価システムの信頼

性や公平性が高いということだ。他方で、ビジネスの視点からは、自らの分野に
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ついて常に社会的に確立した評価システムが存在するわけではないという問題

がある。また、上述の通り創造性は、特許が取得できるほどの卓越したものだけ

ではなく、日常の創意工夫も含む概念であるが、後者を測ることはこの手法では

難しいと言える。 

▼自己評価、上司評価、第三者評価 

社会的な評価システムが存在しないときなどに、成果物の創造性を評価する

枠組みとしては、自己評価、上司評価、第三者評価が存在する。自己評価、上司

評価は、マーカス・ベアーの研究が知られる3。ベアーは、米国のある企業の従

業員を対象に彼らが過去 1 年間に生み出したアイデアについて、①新規性と有

用性、②自らのアイデアを実現させた場合のインパクト、についてアンケート方

式で質問し、併せて同社の管理職に対して、③従業員のアイデアの実現状況、な

どを尋ねている4。 

第三者評価の典型例としては、テレサ・アマビールによる「合意評価技法（CAT：

Consensual Assessment Technique）」が挙げられる5。CAT では、対象となる領域に

詳しい複数の経験者（熟練者）が、それぞれの主観に基づき成果物の創造性を評

価し、評価が一致（合意）するほど創造性が高いとする。本手法は、評価者の独

立性を尊重しており、研究者の主観が排除されるという利点がある一方、評価者

を探すことの難しさや評価に手間や時間がかかることが指摘されている。 

（２）個人の創造性評価 

個人を対象とした指標は、「創造性が高い人と低い人がいる」という前提で開

発されている。着目されているのはまず、パーソナリティーであり、そこでは「思

考」と「性格」の二つの側面が扱われる。また、個人の行動特性に注目した評価

手法も開発されている。 

▼思考：拡散思考テスト 

前出のギルフォードは、人間の思考には①既知の情報からさまざまなアイデ

アを生み出すための「拡散思考」と、②既知の情報から論理的に思考し、唯一の

正解に到達するための「収束思考」の二つが存在すると説いた。創造性の定義に

基づけば、前者が「新規性」、後者が「有用性」と密接に関連する。 

 



10 

 

ギルフォードは、「収束思考」は知能にほぼ等しいと考え、「拡散思考」が創造

性を生み出す認知的な思考力だと主張した。そうした考え方に基づいて考案さ

れたのが、「拡散思考テスト」である6。同テストでは、アイデアの数やその独自

性、新規性が測定される。身近な物（例えばレンガ）について、本来の用途以外

の使用方法をどれぐらい思いつくことができるか、が定量化（点数化）される7。 

「拡散思考テスト」は、標準化された客観的手法として創造性研究や創造性教

育の現場で広く用いられる。ただし、一般的な課題を用いた多様なアイデアの生

成能力のみを測る同テストが、「新規性」と「有用性」という創造性の概念をど

こまで正確に取り込めているのか、専門知識や技術が求められる実社会での創

造性をどこまで反映しているのかという点で懐疑的な見方がある。また、高い創

造性を示す人が、同テストのスコアが高いとは限らない点も指摘されている。 

▼性格・態度の特性 

「高い創造性を発揮する人かどうかは、その人の性格や態度と関係する」とい

う仮説から編み出されたのがハリソン・ゴフによる「クリエイティブ・パーソナ

リティー・スケール（CPS：The Creative Personality Scale）」だ。CPS は、「ユーモ

アがある」、「誠実な」、「知的な」、といった形容詞 30 項目を使った性格チェック

（自己評価）リストで「性格」を判断し、18 の肯定的な項目にチェックを入れ

るたびに 1 ポイントが与えられ、12 の否定的な項目にチェックを入れるたびに

1 ポイントが減点される8。CPS と創造性の相関について、製造業の従業員を対

象とした実証研究では、CPS のスコアと特許公開数に相関が認められた一方、上

司による創造性評価との間では認められなかったことが報告されている9。 

個人の問題解決に向けた「態度」に注目した手法としては、「KAI 尺度（Kirton 

Adaption-Innovation Inventory）や、同尺度を発展させた「AI-W 尺度（Adaption-

Innovation at Work）が存在する。これらは人の問題解決スタイルを、自己評価（質

問への回答）に基づいて、①アダプター（適応型：既存のルールやシステムを使

って問題を解決することが得意で、慎重で計画的に物事を進めるタイプ）と②イ

ノベーター（革新型：新しいアイデアや独自の方法を使って問題を解決しようと

するのが得意で、独創的で従来のルールに捉われずに考えることを好むタイプ）

という 2 つのタイプに分類する。 
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▼行動特性の評価 

思考や性格は内面的な特性だが、「行動」という表出した特性に着目した評価

手法も存在する。日常的な創造的行動の測定に用いられるのが、「Biographical 

Inventory of Creative Behaviors（BICB）」などだ。BICB では、「短い話を書いた」、

「部屋の飾り付けをした」など 34 項目の行動を、1 年以内に実施したかどうか、

アンケートで回答を得る。同様の手法を専門分野に適用するのが、「Creative 

Achievement Questionnaire（CAQ）」などだ。CAQ では、美術、音楽、ダンス、建

築、著述、コメディ、発明、科学的発見、映画、料理という 10 の専門分野につ

いて、「何かをつくったことがあるか、受賞した経験があるか」といった 96 項目

のチェックリストにより、個人が発揮した創造性を定量化している。なお、一般

のビジネスを対象とした同様の研究でも、従業員の行動特性をアンケートで自

己評価、もしくは上司が評価するケースが多い10。 

（３）環境の評価 

ここまで、「成果物」と「個人」を対象とした主として認知的要因に関わる指

標を紹介してきたが、近年では、個人が所属する組織やそこにおける働き方など

「環境」を含めた総合的な分析の必要性への意識も高まっている。環境が個人の

内的・外的な動機付けなどを左右することで、創造性の発揮に影響を与えるとい

う考え方だ。「組織の創造性」と言っても良かろう。 

こうした中、アマビールらが提唱したのが「KEYS 尺度」だ。その要素は、「創

造性を促進するもの」と「阻害するもの」に分けられる。促進要因の第 1 は、「創

造性を奨励する風土」で、①組織的奨励、②上司による奨励、③グループからの

支援で構成される。第 2 は「自律性」であり、第 3 は「資源」だ。他方、阻害要

因としては「組織的妨害」と「過度な負荷」の 2 つが挙げられている。 
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【図表 3】KEYS 尺度の概念モデル 

（出所）Amabile et al.(1996) を基にコンソーシアム 

 

 
2

 Guilford, J. P. (1950) 
3

 Baer, M. (2010, 2012) 
4

 質問項目としては、①の新規性や有用性は、「既存の製品やサービスラインから大きく乖離する」、「既

存の製品やサービスラインを陳腐化させる」、「マイナーチェンジでなく、ブレイクスルー」という 3 項

目、②の自らのアイデアが実現する場合のインパクトは、「ボーナスや俸給が上がる」、「昇進する」、「自

分の評判が高まる」などの９項目、③のアイデアの実現状況としては、「開発承認が下りた」、「製品やサ

ービスへと結実した」、「市場で成功した」という３項目が設定されている。それぞれ、該当レベルに応じ

て 1～7 段階の選択肢が用意されている。本調査の結果としては、アイデアの創造性（自己評価）とアイ

デアの実現状況（上司評価）の間に負の相関が観察されたという。そのことを踏まえてベアーは、アイデ

ア実現に向けた従業員のモチベーションの高さや他の従業員からの支援を受けるための紐帯の強さが重要

と結論づけている。 
5

 Amabile, T. M. (1982) 
6

 これに対し、「収束思考」を測る「収束思考テスト（Convergent Thinking Test）」も存在はしている。

拡散思考のテストが「新規性」の高いアイデアを出す能力だとすると、収束的思考テストは、「有用性」

を見極める力を測るテストと言えるかもしれない。収束的思考テストでは、与えられた情報から一つの正

しい答えを見つけるテストが行われる。例えば、「髪」「ストレッチ」「時間」などの 3 つの概念を提示さ

れ、「長い」のように関連性、意味、または抽象性の観点から 3 つすべてに適合する概念を特定・選択す

る、といった問題が提示される（Medinick, 1962）。 
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7

 拡散思考テストで最も普及しているのが、35 か国以上に翻訳されている「トーランステスト

（Torrance Test of Creativity Thinking；TTCT）」だ。トーランステストでは、言語と図形の 2 種類のテ

ストが行われる。図形テストは、曲線からなる色紙から絵画を作る、平行線を使ったオブジェや絵画を考

える力が問われる。言語テストでは、ある絵画を見てその背景を類推する、ボール紙の箱の変わった使い

方や面白い質問を考える力が問われる。その結果から、アイデアの多さ、種類の豊富さ、独創性が評価さ

れ、その人の創造性得点とされる。 
8

 Gough, H. G. (1979) 
9

  Oldham, G. R., & Cummings, A. (1996) 
10

 質問の項目としては、Zhou & George (2001)で提唱されている「目標達成のために新しいやり方を提

案する」「リスクをとることを恐れない」といった 13 項目を 5 段階尺度で回答する方法がある（Zhou et. 

al., 2009; Dul & Ceylan; 2011 など）。より少ない設問項目での評価指標として「作品にオリジナリティを

発揮している」「仕事をする上で新しいアイデアを生み出すという点でリスクを負った」などの 4 つの質

問を創造性の指標として使う研究も多い（Farmer et. al., 2003; Tierney, Farmer, and Graen,1999; Tierney, 

P., & Farmer, S. M., 2011) 。また、従業員のパフォーマンスを５つの領域（仕事、キャリア、チーム、組

織、イノベーション）で評価する Role-Based Performance Scale (RBPS)のうち、イノベーションに関す

る 4 つの質問を採用する例もある（Carnabuci & Oszegi, 2015)。 
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2 章 創造性の指標（測定方法）の実務への適用の難しさ 

  

以上見た通り、学術的には創造性の指標に関する研究は、少しずつとはいえ積

み重ねられており、利用が進んでいる指標も存在する。にもかかわらず、それら

を一般のビジネスへ適用しようとする場合、実務的な困難が幾つも存在する。以

下ではそうした点について、（１）データ面の制約、（２）妥当性を巡る疑問（ビ

ジネス目線で見たときの納得性）、（３）汎用性に関する問題、の観点から考察す

る11。 

 

【図表 4】創造性指標をビジネスに適用するうえでの困難 

（出所）コンソーシアム 

（１）データ面の制約 

学術研究では、創造性の指標を作成するうえで、公開データ（芸術作品、特許、

論文など）に加えて、テストやアンケート調査が数多く活用されている。まず、

公開データは、存在するドメイン（領域）が限られる。特許や論文のように対象

とするドメインが広いものでも、被引用件数などを通じて評価が確立するまで

にはそれなりの時間が必要という問題もある。 

 次にテストやアンケート調査は、設問の内容や評価の方法などによって、研究

者が被験者や評価者にバイアスを与えてしまう恐れがある。自己評価を行う場

合、被験者に回答内容が「自分の利害に絡む」と意識されると回答は歪むだろう。

評価者に専門家などの第三者を用いる場合、コストが嵩むことも想定される。さ

らに昨今、職場での「アンケート疲れ」が指摘される中で、被験者の負担への配

慮が必要となるほか、コスト対効果が説得的に説明できる必要があるだろう。 



15 

 

（２）妥当性を巡る疑問（ビジネス目線で見たときの納得性） 

 革新的なアイデアは、創造性の見極めが難しい。新規性と有用性は、しばしば

相反することが知られているが、二つの最適なバランスがどこかは定かではな

い。今では誰もが創造的と認める iPhone も 2007 年の発表当初、新規性（革新性）

こそ広く認識されたが、価格の高さ、バッテリー持続時間の短さ、カメラの画質

の低さといった機能面の制約が指摘され、有用性に疑問を呈する人が大勢存在

した（否定的な見方は、一般人よりも専門家の方が多かった）。テストや外部評

価において専門家の知見を活用する場合でも、創造性の評価は難しさが残る。創

造性を上司が評価する場合でも、果たして彼・彼女らが目利き力を有しているの

かについては、疑わしさが拭いきれない。さらに上述の通り、テストやアンケー

ト調査におけるさまざまなバイアスの可能性が排除されない以上、ビジネス目

線で見たときに納得性が不足する場合もあり得る。 

（３）汎用性に関する問題 

 学術的な創造性の指標化（測定方法）の取り組みについては、多くが対象とす

るドメイン（領域）が限定されているという問題がある。そのドメインにおいて

有効だとしても、他のドメインや広く一般に同じことが言えるとは限らない。中

には、広く一般を対象とする研究も存在するが、逆に今度は専門的なドメインへ

の適用に適さないといった事態もあり得る。 

そもそも一つの指標で、創造性を正しく測れるのかという疑問も存在する。創

造性に影響を与える要因はさまざまだからだ。そうだとすると、複数の指標を計

測して総合的に判断する必要が出てくる。 

 

 

 
11

 以下の議論は、創造性の指標（測定方法）に絞ったものだが、ビジネスとしては、創造性がイノベー

ションへと辿り着いて初めて付加価値（収益化）が生じるものであり、創造性だけではなく、その「実

装・実行」のプロセスたるイノベーションも含めた指標が欲しいというのが本音かもしれない。 
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コンソーシアム参加企業の取り組みやサービス 3 章 

 

  

学術的な研究を実務にそのまま適用することが難しい中、コンソーシアム参

加企業は、自らの取り組みやサービスをどのように規定し、その有効性を測定し

ているのだろうか。以下では、各企業の事例をコンソーシアムにおいて共有し、

議論した内容を整理したうえで、そこから得られる教訓を述べる。 

 具体的な取り組み事例を見る前に、冒頭で紹介した本コンソーシアムの「創造

性支援フレームワーク」と上述の学術研究の関係を整理しておく（図表 5）。同

フレームワークでは、縦軸で働きかけの対象と「個人」と「集団（チーム・会社）」

に区別している。「個人」（象限 A および B）については、学術研究における「個

人」の創造性の指標（測定方法）の関連性が高いと思われる。「成果物」の創造

性についても、個人が出したアイデアが創造的かどうかを評価するという点で、

象限 A および B に該当すると言えるだろう。他方、「集団」（象限 C および D）

は後述の通り、学術研究の「環境」の評価要素（創造性の促進要因）を踏まえた

取り組みやサービスが目立っている。 

 

【図表 5】創造性支援フレームワークと創造性指標の関係 

（出所）コンソーシアム 

 それでは、コンソーシアム会合で参加企業が共有してきた指標に関する取り

組みを紹介していく。まずは、個人の創造性向上の支援を中心とした領域 A、B

について、その後、集団を対象とした領域 C、D の順番に説明する。 
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【図表 6】創造性支援フレームワークと各企業の取り組み 

（出所）コンソーシアム 

 

（１）個人を対象とした取り組みやサービス（象限 A、B）の事例 

 ここでは、創造性支援フレームワークの象限 A（知識の多様性を高める）、同

B（知識の質を高める）に主眼を置いた取り組みとして VISITS Technologies およ

び JTB の事例を紹介する。まずは創造性を直接測定するサービスとして、VISITS 

Technologies の「デザイン思考テスト」から取り上げよう。 

▼VISITS Technologies：デザイン思考テスト 

デザイン思考は、GAFA を始めとした世界の革新的企業で広く使われている事

業創造アプローチ。「創造的な問いを立てる力」や「本質的な課題を発見する力」

などのことを指し、AI が答えを教えてくれる時代だからこそ、人間に重要な力

になっている。そのため、多数の企業が社員のデザイン思考力を向上する取り組

みに力を入れている。 

デザイン思考テストでは、VISITS Technologies が開発した特許技術によりデザ

イン思考力が客観的に数値化され、デザイン思考スコア®として算出される。同

テストは、前半 30 分間で 5W1H の枠組みに即してビジネスアイデアを創出する

セッションと、後半 30 分間で他の受検者が出したアイデアを、ニーズの①共感

度と②未解決度、ソリューションの③実現可能性と④新規性（独自性）の観点か
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ら評価するセッションの 2 つに分かれている。 

ここで画期的なのは、「受検者が他の受検者を評価する」という仕組みだ。こ

うした仕組みを採用することで、同テストを採用する顧客企業が評価にかかる

コストや手間を自ら負担しなくて良い格好となっている。さらに評価者の能力

（目利き力）にかかる問題12を解決するために、独自のランキング AI®技術に基

づき、評価データの組み合わせから評価者の目利き力を推定し、それが高い人の

評価ウェイトを自動的に引き上げるという仕組みを構築している。上述の CAT

（p.9）では、「熟練者による評価の合意度合い」を用いて成果物を評価する方法

を採用しているが、適当な評価者を探すコストや評価に手間がかかるという点

は既に見た通りだ。こうした問題点を「デザイン思考テスト」は、数学的なアプ

ローチにより解決している。ただし「こうした仕組みを顧客にわかり易く説明す

るのは非常に難しい」という点は同社の悩みだという。 

 

【図表 7】「デザイン思考テスト」のスコア表示 

（出所）VISITS Technologies 

 

 このテストの枠組みでは、データのインプット量が非常に重要だ。それが増え

れば増えるほど、目利き力が高い評価者（受検者）が含まれる確率が上がり、上

述のランキング AI®技術により評価の精度は向上する。また、評価者（受検者）

の属性の偏りも減ることになるだろう13。なお、多くのテストの特性として、何
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度か受験して慣れることでスコアが向上するという面がある。同社では、本テス

トは受検を重ねることで、デザイン思考力そのものが向上し、スコアが伸びる傾

向があると考えている。 

VISITS Technologies では、デザイン思考力を向上させるための研修プログラム

である「デザトレ®」のサービスも提供している。「デザイン思考テスト」や「デ

ザトレ®」について同社は、その成果を最大限に活用するためには「一部の人だ

けでなく、（経営層を含めて）企業全体で受けることが望ましい」と考えている。

一部の人だけがデザイン思考を身に着けても、組織の理解が乏しければ、創造的

なアイデアの価値を上司が理解できず、イノベーションにまで至らないかもし

れない。そうした組織では、個人のモチベーションは低下し、創造性は発揮され

づらいであろう。 

▼JTB：GLOCAL Sustainability Project（GSP） 

JTB が展開する GSP は、さまざまな業種の顧客企業より参加者を募集し、彼

らが地方を訪問して現地の人達と交流しながら、その地域が抱える社会課題の

解決に取り組むというものだ。現地視察の 3 日間を含めて計 6 日間のプログラ

ムとなっている。異業種の参加者による議論というだけであれば、都内で合宿セ

ミナーを実施するだけでも良いところだが、同社は「現地に行ってみて気付くこ

とこそが面白い」として「旅」という体験に価値を見出している。 

 

【図表 8】GSP プロジェクトの流れ 

（出所）JTB 
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GSP の参加者は、異業種の他参加者との意見交換や現地の人達との交流から、

新しい知識や考え方を吸収することが可能となる（「発散＜A 象限＞」に該当）。

同時に地元の悩みに耳を傾けて、その解消に向けた提案を行う14という点では、

「有用性」を高める実地訓練であるとも言える（同「収束＜B 象限＞」）。なお、

同社によると、「タフなプログラムとなっており、その分参加者同士の絆は強く

なる」ということだ。「GSP Lounge」と称し、SNS や交流会を活用した卒業生の

ネットワークも保持している。 

 GSP の効果は、参加者へのアンケートにより確認する。基本的には感想であ

り、本人の成長（創造性の向上）が客観的に測れるわけではない。こうした中で

同社からみた GSP の難しさは、コスト（一人 88 万円）対比での効果を派遣元の

顧客企業へどうアピールするかという点だ。JTB 社では、派遣元の企業に GSP

の価値（意義）を認識して貰うために、①目的地の選定、テーマ作りといった点

で、顧客企業自身の「地域貢献」に向けた意識にうまく刺さるように心がけるほ

か、②「報告レポート」などの発信により、参加者の学びの様子を丁寧に説明す

る、といった工夫を行っている。 

 コンソーシアムでの議論では、「JTB がどこまでお膳立てをするべきなのか」

という点について、「地域の社会課題を発見するプロセスも参加者に任せた方が、

プログラムの効果が大きいのではないか」といった指摘があった。 

（２）集団を対象とした取り組みやサービス（象限 C、D）の事例 

 以下では、創造性支援フレームワークの象限 C（知識の流通量を高める）、D

（焦点を合わせる）に主眼を置いた取り組みとして、リコー、NTT アーバンソ

リューションズ、竹中工務店、イトーキ、oVice、AKKODiS コンサルティング、

パソナの事例を順に紹介する。 

▼リコー：①PRISM、②emoTag を活用した実験、③オーセンティックな感情風

土 

 ①PRISMは、環境が創造性に与える影響を計測すべく設けられた体験型の「未

来の会議室」である。コンセプトは「デジタルアルコール」。人を酔わせるよう

なアーティスティックな環境を用意しており、「非日常的な環境が自己開示を促

し、それが創造性の向上に寄与する」との仮説を検証している。 
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 PRISM では、室内設置センサー（全身点群）、ユーザー装着センサー（位置情

報、音声、振る舞い、心拍）、ユーザーアンケート（Google Forms、ヒアリング）

の 3 つの方法によりデータを取得している。室内設置センサーのデータは、そ

れをもとにリアルタイムや映像を変化させ、会話を促進し気持ちを高めること

に活用する仕組みとなっている。ユーザー装着センサーは、基本的に自社開発の

ウェアラブルデバイス（首かけタイプ。emoTag）を利用して計測を行っている

が、取得データを可視化し、利用者が自らの活動の振り返りに活用することが期

待されている。 

 リコーは、紀尾井町カンファレンスに設置した PRISM で約 1 年間、88 回（1

回に複数人が参加）の利用に基づく実証実験を行った。主に利用されていた

「Persona（アイスブレーキング用に用意された参加者のコミュニケーション能

力の診断）」、「Brainwall（アイデア創出のためのブレインストーミング）」との二

つの会議アプリについて、アプリの狙いとデータの特徴が合致しているかを検

証したうえで、データに基づき、アプリの狙いに合った会議を「良い会議」とみ

なしてスコアリングを実施した。 

 同社によると、施設の機能性を高めてきた一方で、本当に必要なデータは十分

に取得できておらず、施設の目的である「非日常的な環境が自己開示を促し、そ

れが創造性の向上に寄与する」との仮説は検証中である。 

 ②emoTag を用いた実証実験では、2023 年 8～9 月に 9 人の被験者を対象に全

4 回にわたって議論を行わせる中で、「発言内容」と「振る舞い」のデータを取

得している。本実験では、「専門領域が異なるメンバーが対話を重ねる中で、創

造性を発揮する方向に議論が向かい得る」ことを検証した。すなわち、取得した

言語データにより、「議論を重ねるに従って、相手が使う言葉を自分も使うよう

になり、チーム内で共通に使われる言葉が発生する」様子が確認されたほか、メ

ンバー間の発言内容の「距離」も短くなっていく傾向が観察された。 
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【写真】emoTag 

（出所）リコー 

 

こうした「越領域の対話」については今後、「発言領域の混ざり合いと会議の

アウトプットの質との関係」、「どれほど専門分野が離れている人を参加させる

のが、適当なのか」、「越領域対話における会議のファシリテーションは、何が良

いのか」といった研究が想定されている。 

さらに③オーセンティックな感情風土の実験では、先行研究15に基づき、チー

ム内でポジティブ・ネガティブ両方の率直な感情を互いに表現し反応すること

が、そのチームが安全であるという共有知覚である「オーセンティック感情風土」

を形成し、「言語コミュニケーションを補う形で情報の精緻化に繋がる」、「その

結果、創造性が高まるのではないか」、という 2 つの仮説を実験により検証した。 

被験者は 20 代の計 140 名であり、2 もしくは 3 人組のチームに分かれて、新

商品企画の担当として「20～30 代にリュックサックを広く使ってもらえる方法

を考える」という作業を実施させた。それらのチームのうち一方は、指示書と模

範映像を基に感情を率直に表現するよう指示されており（オーセンティック感

情風土）、残りの一方は感情の表出を抑制するよう指示されている（プロフェッ

ショナルな感情風土）。作業を行っている際の表情や会話は、カメラやヘッドセ

ットにより収録し、「頷き」、「首傾げ」、「視線」、「表情」、「腕の動き」、「音声の

抑揚」などから、感情風土の状態は 80％の精度で分類することが可能であった。 

そのうえで議論の音声（言語データ）をテキスト化し、Kearny, E. et al（2009）

の評価指標（図表 9）に基づいて判断した結果、オーセンティックな感情風土の

チームの方が、プロフェッショナルな感情風土のチームよりも高いという結果
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が得られることとなり、オーセンティック感情風土の形成が情報の精緻化につ

ながるという仮説は支持されるとの結果が得られた（図表 9）。 

各チームの作業結果に関しての創造性については、計 157 のアイデアから 29

を選択し、リコー社外の第三者（4 人）が「新奇性」と「有用性」という点から

主観的に評価した。その結果として、上記のうち、オーセンティックな感情風土

は創造性の向上に繋がるという仮説については、有意な関係が観察されなかっ

た。 

 

【図表 9】情報精緻化の評価指標（左）、情報精緻化スコア２群比較（右） 

（出所）リコー 

 

なお、「新奇性」については、4 人の評価者は「自分が見たこと、聞いたこと

があるか」という基準で判断していたが、それぞれの知識や経験に偏りがあるこ

とに加えて、29 のアイデアを審査していく過程で類似のアイデアに遭遇すると

もはや新奇性を感じなくなってしまうという難しさがあった。「有用性」につい

ても、「自分が欲しいか」、「実現できそうか」、「役に立ちそうか」、「流行りそう

か」など、評価者毎に判断基準が微妙に異なってしまうという問題にも直面した。

こうしたバイアスを排除するためには、アイデア毎に異なる評価者を 20 人ずつ

は確保することが望ましい。しかし、そうなると 29 個のアイデアで 3000 人が

必要となってしまう。 

そこでリコーの実験チームが、Chat GTP4 を用いて新奇性と有用性の評価を試

した結果、4 人の評価者の評価と相応に高い相関関係が窺われた。ただし、相関

関係が確認されたにせよ、4 人の評価自体にバイアスが存在しているとすれば、

そこにどのような意味が見出せるかはわからないというのが、現時点での見解
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だ。それでもこの実験は、会議においてコミュニケーションの質の向上のために、

どのようなファシリテーションが適当なのか、ヒントを与えてくれたという点

で成果があったと言えよう。 

▼NTT アーバンソリューションズ：４×SCENE（フォーシーン） 

 NTT アーバンソリューションズならびにグループ傘下の NTT 都市開発が、

2022 年 5 月にオープンしたのが、秋葉原 UDX 内のオフィス「４×SCENE」だ。

同オフィスはリモートワーク時代にも必要とされる未来のオフィス像を描き、

ブラッシュアップし続けていく「実験的ライブオフィス」と位置付けられている。 

 同オフィスには、コンセプトが異なる 4 つのエリア（「INTRODUCTION」、

「FOCUS」、「CASUAL」、「TEAM」）が用意されており、Personalized ABW（Activity 

Based Working）の発想に基づいて従業員が働きたいエリアを自由に選択できる

ようになっている16。 

 NTT アーバンソリューションズは、「①組織内のコミュニケーションの活性化、

②従業員の集中度の高まり・モチベーション向上・覚醒が創造性の発揮に貢献す

る」という見方を踏まえて、「心理的安全性、オフィス BGM、雑談、ウェルビー

イング、執務環境の静謐性、オフィス内の歩行量の多寡、行きたくなるオフィス

かどうか」といった「要素」が、上記①、②にどのような影響を与えているのか

を探る工夫を「４×SCENE」内に講じている。①、②を「目的変数」とすれば、

上記の各「要素」は「説明変数」と位置付けられるだろう。ただし、説明変数間

で互いに影響を及ぼし合う側面がある点には留意が必要である。分析の方法と

しては、勤務場所が「４×SCENE」へと変更になった自社の従業員を被験者と

し、以前のオフィス環境下（固定席）と比較するという形をとっている。 

 上述の「説明変数」のうち「心理的安全性」は、学術的に確立したアンケート

手法を利用して測定。共に「４×SCENE」移転後に高まったとの結果が得られ

た。「オフィス BGM」については、「議論や発話」への影響に加えて、居心地の

良さ・快適さという点で「ウェルビーイング」への効果もアンケートを行ったと

ころ、プラスの影響が確認されている。「雑談（しやすさ）」、「ウェルビーイング」、

「行きたくなるオフィスか」といった項目も、アンケートにより移転前後で改善

した様子が示されている。 

 「目的変数」に相当する「コミュニケーション」、「集中」、「モチベーション」、

「覚醒」のうち、「集中」の分析対象は「FOCUS」エリア利用者に絞ったが、簡
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単な認知タスクの 1 問ごとの回答時間から求めた集中時間の比率が上昇してい

た。「モチベーション」は学術的な手法を用いたアンケートで計測し、向上が確

認された。「コミュニケーション」は、スマホの位置情報を活用し、従業員が近

接している場合には「会話している」とみなし、会話時間を「量」として計測し

ている。 

【写真】FOCUS エリア（東京都千代田区） 

（出所）NTT アーバンソリューションズ 

 

難しく感じているのはまず、計測した数値をどう評価するかという点。アンケ

ートにより、数値の改善有無はわかるにせよ、その有意性や程度の評価は、社内

に知見が無い。また、コミュニケーションについては、「量」データだけで創造

性への影響をどこまで説明できるのか疑問があり、会話のネットワークにおけ

る「媒介中心性」を可視化し、「質」を測ることができないかという点も悩むと

ころ。また、人事異動の可能性を踏まえると、同一の被験者（従業員）を継続的

に調査することが難しい面もある。 
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▼竹中工務店：竹中技術研究所 研究棟の改修 

竹中工務店は、同社の技術研究所の研究棟を 2019 年に改修した。そのコンセ

プトは、「一人一人の創造性が高まるワークプレイス」と「多様な交流によりオ

ープンイノベーションを推進」というものだ。以前は専門分野ごとに分かれた

「研究室」が存在したが、改修後は分野の垣根を取り払い、知の創出におけるさ

まざまな局面に応じて、①執務スペース（知の深耕）、②図書スペース（知の蓄

積）、③交流スペース（知の協創）、④展示スペース（知の表出）、としたゾーニ

ングを明確化している。 

 

【写真】研究棟を改修した竹中技術研究所（千葉県印西市） 

（出所）竹中工務店 

 竹中技術研究所では、「ABW」の働き方を採用しているが、それを具現化する

に際して、京都工芸繊維大学との基礎研究を経て「『働き方（執務行動）』からオ

フィスに求める機能」に基づく 4 つのカテゴリ、87 のシーンからなる「オフィ

スアクティビティカード」を考案している。そして同カードを用いて、同所で働

く研究員が参加するワークショップを開催、執務行動に合わせたワークプレイ

スの配置（ウェブ会議ブース、テラス、カフェ、吹き抜け大階段、集中スペース、

大ホール、プロジェクトルームなど）を考えたという。ユーザーと一緒にオフィ

スを作ることで、ワークエンゲージメントの向上も企図されている。 
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 同社では、ABW において「誰がどこにいるのか、わからない」、「どの席が快

適なのか、わからない」といった課題に対処するため、クラウド型統合ビル管理

システムを導入したうえで、「位置・環境情報見える化システム」のアプリを開

発、座席の混雑状況、ユーザーの居場所、環境情報などを「見える化」したのみ

ならず、それぞれがスマホ上で機器（エアコン、照明など）の設定を容易に行え

る仕組みも構築している。 

 ワークプレイス改修がどのような効果を挙げたかについて、ユーザーにウェ

ラブルデバイス（首かけタイプ。会話を集音するマイク機能と位置を推定し、発

信する機能を具備）に基づいて、コミュニケーション行動の変化を計測したとこ

ろ、移行後に自席周辺での滞在時間が減少するのと同時に、一日当たりの滞在エ

リア数が増加したことが判明。ユーザーが、ABW の考え方に即して実際に執務

エリアを自由に選択している姿が確認できた。また、部門を跨ぐ対話時間が 1.9

倍に、総対話時間も 1.5 倍へと増加したとの結果が示されている。加えて、アン

ケートにより「環境満足度」、「仕事のしやすさ」を確認するとそれぞれ大きく改

善している。同じくアンケートに基づく主観評価ではあるが、以前より①「働き

たい場所で働けていると感じている」との認識と②「作業効率」の高さには相関

が窺われていたが、改修後に①の認識が全体的に強まるのと同時に、②の認識も

全体的に向上している。 

 同社では、こうした結果を踏まえて、継続的に運用改善を図っており、蓄積し

た知見や工夫を社外へ発信している（その結果、上述のアンケート調査結果には、

時間の経過と共に改善しているものもある）。 

 他方、同社においても、こうした変化がユーザーの創造性に与えた影響─そこ

で働く研究員の成果にどの程度貢献したのか─という点は、掴みかねている。業

務の性格上、特許の取得件数、論文の発表本数などにより計測する方法は考えら

れるが、「量」については、従来から KPI が設定されており、劇的な変化は観察

されていない。同社からは、そうした中で「質」の変化を測るうえで、「今後、

同所における研究開発の成果（新技術等）のプロジェクトへの採用率の動向を検

証することも考えられる」とのコメントがあった。 
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▼イトーキ：学ぶ空間の創造性 

 イトーキは、OECD の「教育とスキルの未来 2030」プロジェクトを踏まえて、

今後の大学の学びには「社会課題を産官学連携で解決するような実践力・創造性」

が求められるとし、そうした能力の向上に役立つ空間として、学習フェーズ（個

別学習→協調学習）と学習シーンに合わせて、①レクチャー（リアルタイム配信

スタジオ）、②ライブラリー（Mooc17/コンテンツライブラリーＡＩ）、③コラボ

（産学 PBL18）、④ラボ（VR・MR19・3Ｄラボ）、⑤プレゼン（プレゼン&ピッチ）、

⑥ゼミ（学際交流）、という 6 つの「プレイス（学習環境）」を提案している。

「ITOKI Smart Campus Solution」と名付けたこの取り組みでは、オンラインとリ

アルが融合したものとなっている。 

 

【図表 10】リアルタイム配信スタジオ（イメージ） 

（出所）イトーキ 

 そしてこれらの空間では、「LA（ラーニング・アナリティクス）」の考え方に

基づいて、学生の振る舞い、発言、活動を可視化するために、画像や音声、位置

データを活動データとして記録し、教員による学生の評価に活用するというア

プローチを模索している。 

 なお、これらのサービスは、文部科学省の助成金を得て、複数のモデル校と連

携したうえで、コンセプトを実証的に実験する POC（Proof of Concept）として展

開している。 

 それぞれのプレイスには、目的に応じてさまざまな工夫が施されている。例え

ば、①の「レクチャー」では、双方向のオンライン講義スタジオが用意されてお
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り、②「ライブラリー」は、居心地の良さにこだわった空間であるほか、AI が

再現した歴史上の人物と 1 対 1 で会話ができるような仕組みも存在する。③「コ

ラボ」では、遠隔地の多様な人々とも協働議論が行える場が用意されているほか、

「グループワーク分析システム」により会議の可視化（映像と発話内容に基づき、

単位時間当たりの発話数、参加者ごとの発話割合などを計測）も実現している。

④の「ラボ」では、XR 技術やホログラムを活用することで、例えば PC で作成

したデザインを現実の世界に重ねて拡大、縮小、回転させて見ることができる。

⑤「プレゼン」では、学生達が国内外の企業や投資家と対等な立場で協働するた

め、遠隔参加の人を複数の等身大ディスプレイに表示し、あたかもその場にいる

かのような仕組みなどが施されている。最後に⑥「ゼミ」では、大画面を通じて

世界のさまざまな大学と部屋が繋がっているかのように思えるような施設が用

意されている。 

 こうした仕組みを実際に運用してみるとまず、「機器が多過ぎると教員が使い

こなせない」ことが判明した。それからリアルかオンラインかを学生一人一人が

選択できる「ハイフレックス環境」では、「参加形態によって満足度に差（リア

ル＞オンライン）が存在しており、それをどう縮めることができるか」が重要と

認識された。その点については、「オンライン側から全体を俯瞰できる」、「全体

の空気感が感じられるように集音する」、「オンラインの人が意見を言いたいと

きに気付きやすくする」、「オンライン空間上でも近寄って小声で話せるように

する」といった工夫により、リアル空間に近い環境を整えることが有効と確認さ

れている。 

この間、同環境下のグループワークでは、「（上述の分析システムにより）会話

の言語データを解析し、その内容が発散方向と判断された際にはファシリテー

ターに収束への指示を出す」といった仕組みを試したが、言語の意味だけで発

散・収束を判断することは実感に合わず、最終的にはそうした加工をせず、スタ

ッツ・データ（データを加工はせず、学生ごとに整理のみしたもの）を教員に渡

し、彼らにその活用法を考えて貰う方が有意義との結論に至った。 

 なお、これらの取り組みは、研究であり、新しい仕掛けを次々と提案し、試し

ているというものである。それらをビジネスベースに載せるためには、それぞれ

の仕掛けの費用対効果を検証し、有用なものを厳選する必要がある。イトーキで

は、それを行ううえで、こうした新しい仕掛けを利用して何をやりたいか、きち
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んと問題意識を有したユーザー（教員）と組んで、彼らと対話を深めていくこと

が極めて重要との認識を有している。本当に使えるものを導入して、学生の問い

を立てる活動に繋げるために不可欠であるとのことであった。 

▼oVice：ovice（オヴィス） 

 oVice が提供するのは、現実のようなコミュニケーションができる二次元のバ

ーチャルオフィス「ovice」だ。ovice に出社する人はアバターで表示され、アバ

ターを近づけると声が聞こえて会話を始めることができ、離れると聞こえなく

なる。オフィス全体が見渡せるので、誰と誰が話しているのか、誰が一人なのか、

社員の状況がよくわかる。そして人数の制約なく、同じバーチャルオフィスを利

用することができる。 

 ovice は、オフィスではなく人を中心とした働き方という考え方に基づいて、

DEX（デジタル従業員エクスペリエンス）をもたらすデジタル上の職場（ワーク

プレイス）を目指している。コロナ禍が収束し、オフィス出社が増えたとはいえ、

リモートワークは選択肢として定着しており、オフィスとリモートワークが混

在している。顧客から指摘されて気づいたのは、「実は自分から見える人以外は、

全員リモート状態であった」ということだ（図表 11）。社員がそれぞれ本社オフ

ィスにいても、フロアが異なったり、柱の向こうだったりすれば、それはリモー

トと同じである。物理的な居場所にとらわれず、格差なく働ける場として ovice

が選択されている。 

そうした中、顧客の悩みとして聞かれるのは、オフィスで「近くの同僚にちょ

っと声をかけて話を聞く」といった同期的な偶発会話が、リモートワーク環境で

はハードルが高いということだ。Web 会議は、わざわざ時間を設定する手間が

面倒であり、「ちょっとした話」に適さない。また、誰が誰と話しているかが分

からず、そこに割って入ることは憚られる。ovice では、社員の状況が可視化さ

れており、「今空いているな」と思ったら、話しかけることが可能だ。雑談も気

軽に行える。なお、通常のリモートワーク環境であれば、従業員が何をしている

のかわからないということがあり得るが、ovice では社員が同じワークプレイス

上に表示されており、「デジタル上で出勤している」ことが確認できる。社員か

らしても、自分がその組織に所属しているという安心感が得られると言えよう。 

 因みに ovice で行われた会話は、文字起こし機能を使って記録することが可能

であり、会議の要約を簡単に作成することもできる。さらに自動翻訳機能も用意
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されている。こうした結果、聴覚障害を抱える人や外国の人とのコミュニケーシ

ョンも容易となる。 

 

【図表 11】物理的な所在における格差（イメージ） 

（出所）oVice 

 

▼AKKODiS コンサルティング：ビジョンマッチング 

AKKODiS コンサルティングは、エンジニアを中心に社員を顧客企業へ派遣す

るなどの業務を行う企業だが、ビジョンを持って働く人財とビジョンに向かっ

て力を発揮できる組織環境、その両者を実現してつないでいくため「ビジョンマ

ッチング」に 2021 年から取り組んでいる。 

この枠組みに至ったきっかけは、当社が所属する Adecco Group が、一般企業

で働く人 2 千人を対象に実施したアンケートだ。全体の 35%が「自分のビジョ

ンが明確だ」と回答、残り 65%が「不明確だ」としているが、「ビジョンが明確」

と回答した人のうち、4 割が「いきいきと働いている」と回答した一方、「不明

確」と回答した人では、「いきいきと働いている」と答えたのは 1 割しかいなか

った。この結果を踏まえて、人財、顧客企業双方のビジョン（目指したい姿）を

明確に把握したうえで、マッチングを決定することが双方にとって有用だと考

えている。 
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同社には、キャリアプランナーという人財専任のサポーターがいることが特

徴だ。通常の人財サービス企業であれば、社員の就業希望条件、スキル情報、そ

して企業の雇用条件、組織情報といった条件に合わせて派遣先などを決定する

ことが多い。しかし同社の場合は、キャリアプランナーが上述の条件のみならず、

それぞれの人財が目指す人生、キャリアのビジョン、同様にそれぞれの顧客企業

のミッションとビジョンをマッチングさせて、派遣先を決定する。それにより、

顧客が抱える真の課題解決に当社の人財が自律的に行動して貢献することが可

能になると考えている。 

ビジョンは、言語化する際に「MISSION」「VISION」「VALUE」の３階層に細

分化して情報を整理し、データベースへと格納する。キャリアプランナーは、人

財一人一人と面談を行い、それらを確認していくほか、営業からの情報を基に顧

客企業も、確認していく。ビジョンが実際にうまくマッチングできたかは、人財

に対するアンケートで確認する。 

 

【図表 12】ビジョンマッチング概要 

（出所）AKKODiS コンサルティング 

 

これまでの実績では、マッチングしていると判定された事例の 82％で契約が

1 年以上継続されており、そうでない場合の 58％を優に上回っている。マッチ

ングの事例では、人財のエンゲージメントがあらゆる項目で高くなる結果にも

つながっている。こうした結果は、期待していた通りであるが、今後はさらに「社
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員のエンゲージメントと顧客ロイヤリティの相関関係、「モチベーション向上に

よる生産性向上」を分析していきたいと考えている。 

ビジョンマッチングの課題としては、キャリアプランナーに求められる能力

が非常に高く、負担も大きいという点が挙げられる。9 千名以上の社員に対して

キャリアプランナーは 20 名。人事異動の時期である春には、700 名ほどの社員

が新規に配属されるが、一人一人に聞き取りを行うことは困難だ。社員の中には

ビジョンが明確でない人財もおり、それを言語化するのは難しい。顧客企業の中

には、派遣デスクが窓口となっており、当該企業のビジョンを丁寧に確認するこ

とが困難な場合もある。 

 コンソーシアムでの議論では、キャリアプランナーの負担軽減のために「社員

の表情などの生体情報を利用できないか」、「チャットボットを活用することも

考えられないか」といった意見が出された。同社では、「アバターにより会話す

る方が、本音を引き出しやすい」との分析を踏まえて、アバターの活用も試行し

ようとしている。なお、同社からは、「顧客企業でリスキリングを実施する際に

も、全社員への画一的な施策ではなく、ビジョンマッチングの考え方を活かして、

社員それぞれ、会社が求めるところに合わせたプログラムを組むことが有効」と

のコメントもあった。 

▼パソナ：パソナ・シャドーキャビネット 

 パソナ社内には、2007 年にスタートした「パソナ・シャドーキャビネット」

と呼ばれる国会を模したユニークな取り組みがある。これは同社が企業理念に

掲げる「社会の問題点を解決する」ことを体現すべく、社員が多くの新しいアイ

デアを生み出し、その中から良いアイデアを精錬しようとする試みであり、創造

性発揮のプロセスとも共通する。「シャドーキャビネット（影の内閣）」はイギリ

スを発祥とするもので、野党がいつでも政権交代に対応できるよう、現内閣と並

行して社会課題やその解決に必要な政策を議論する仕組みである。それに準え

て 2007 年にスタートしたパソナ・シャドーキャビネットは、パソナグループの

役職員が、入社年次に関わらず「社会の問題点」を議論し、具体的な方策を社会

に提言することを目指している。時代によって変化するさまざまな社会課題に

ついて、テーマごとに議論を深めて法案（新規事業提案、社会提言等）として提

出し、参加する従業員が審議の場となる「国会」で採決を行う。 
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【図表 13】パソナ・シャドーキャビネットの構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）パソナ 

 

シャドーキャビネットは、テーマ毎に「雇用創造省」、「人材育成省」といった

省庁が設置されており、執行役員等が担当大臣に任命されている。その下にはエ

リア毎に「事務官」として、将来の役員候補でもある副役員が配されている。全

国の社員は、自分の関心があるテーマに自主的に参加し、情報収集や意見出しを

行う。その際には、「シャドーキャビネット大学院」という形で、社内外から講

師を招聘し、勉強会を開催し、法案内容へのインプットを行う。法案は、「国会」

への提出までに幾度となく有識者や国会事務総局との企画調整を図る。提出さ

れた法案は、幹部役員、アドバイザー、国会参加者から質疑や意見を受け、最終

的には社員による一定以上の賛同率を得て採択される。可決した法案は、制度化

や事業立ち上げというかたちで予算がつけられ、実行に移されていく。事業化が

難しい案件についても、政府への提言やマスコミへの情報発信などを行ってい

る。 

2021 年 4 月に発足した現在の第 5 次内閣では、「Beyond SDGs」をテーマに 8

省庁で 12 件のテーマが議論されている。例えば雇用創造省は、個人が主役の働

き方を応援する協会を設立し、新たな社会インフラを構築することを提案、2021

年には新規事業としてハイブリッドキャリア協会（現：Japan Incubation Base）を

設立し、現在では会員数 500 名超のコミュニティに成長を遂げるまでに至って

いる。 
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 本取り組みは、同社が掲げる企業理念である「社会の問題点を解決する」こと

を実現するためのアイデア創出であるが、同社は「国会」という独特の形式を採

用した背景として、①「ゲーム感覚」を持つことで、誰もがリラックスして参加

しやすい、②通常の業務から離れて、普段は接点がない他部署の社員と交流する

（副役員にとっては、その中でリーダーシップを発揮する訓練となる）、③回数

や会期が決まっていることでリズムがある、といった点を挙げている。参加する

社員にとっては、自分が関与した法案が採択され、事業化に繋がれば満足感、自

己肯定感に繋がることが期待される。 

こうした一連のプロセスは、本コンソーシアムが定義する創造性である「ある

ドメインにおける新規かつ有用なアイデア」の創出と共通する。すなわち、ドメ

インは省庁の所掌範囲により明確であり、その中で多様なバックグランドを持

つ人々が集まり、活発に議論することで、新規かつ有用なアイデアを生み出すと

いうわけである。 

（３）共通点、互いの経験から得られた気づき、教訓 

 以上見てきたコンソーシアム参加企業の取り組みは、ビジネスの領域や性質

がそれぞれである中、対象や中身が異なっており、中には製品化に至る前の実

験・研究段階のものも含まれている。各企業とも創造性の向上を目指しながらも、

顧客向けの説明として創造性向上を期待できるとして直接的にアピールするか

どうかも、それぞれアプローチは異なっている。 

それにもかかわらず、抱える悩みや問題解決に向けた工夫などで、共通点も多

く窺われる点は大変興味深い。また、互いの経験を共有し、意見交換を行う中で

幾つかの教訓も導かれている。以下ではまず、3 つの共通点を取り上げる。 

 

【図表 14】創造性を高める取り組みにおける 3 つの共通点 

（出所）コンソーシアム 
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① 学術研究、産学連携の重要性 

 創造性の研究は学術的にも道半ばであり、「創造性の向上」、「測定方法」など

の多くの論点について、一般の人が十分に納得するようなわかりやすい説明が

与えられていない状況にある。上述の通り、学術的なアプローチを実務へ適用す

ることが難しい局面も多々ある。だからこそ、創造性の向上をビジネスとして展

開しようとするときに、顧客に対して学術的な説明を披露したところで、十分に

説得的とはみなされない。 

といっても各企業とも、思い込みや決めつけで取り組みやサービスをデザイ

ンしているわけではなく、学術的な理論をしっかりと踏まえている。創造性の計

測が困難である中、多くの参加企業では、創造性に影響を与えると学術的に裏付

けられている要素に焦点を絞り、それらを改善するような取り組みやサービス

を展開している。 

そうした取り組みやサービス効果を計測する際にも、学術的に開発された手

法が参照されている。そうした際には、大学などの研究機関に対して「専門家へ

アドバイスを求める」、「プロジェクトへの直接参加を促す」といったことも積極

的に行われている。学術的な研究から学ぶことは多く、今後とも最新の動向に注

目する必要があると言える。 

② 顧客（ユーザー）との対話の重要性 

 各企業は、学術的な研究成果をしっかりと参照・活用しつつも、自らの取り組

みやサービスの有効性を確認し、改善に繋げるためにも、「顧客（ユーザー）と

の対話を繰り返す」姿勢にある。「プロダクトアウト」の発想で押し付けても、

顧客の支持が得られるとは限らない。「マーケットイン」の考え方に基づき、顧

客が求める点をしっかりと提供できるかどうかが問われている。この点は、「効

果」のみならず、「コスト」との兼ね合いで、「価格」をどう設定するかを考える

うえでも重要だ。 

この点に関連してコンソーシアムの議論では、「オフィス空間づくり」や「旅

を通じた自己啓発」といったビジネスにおいて、顧客（ユーザー）と一緒にサー

ビスを作り上げるという「参加型の仕組みが、エンゲージメント意識を高めて、

創造性の向上を促す」との見方も出されたところだ。 
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③ 実証実験の環境設定、方法を巡る課題の存在 

自社の取り組みやサービスの効果を実証的に測定しようとする場合、それを

どのような環境で行うかという問題がある。実験施設（ラボ）であれば、被験者

の人数や属性、互いの距離、気温などの諸条件を制御することが可能であり、説

明変数それぞれの操作、目的変数の変化を計測しやすい。他方で、実験環境で得

られた分析結果が、そのまま実環境に適用できるとは限らない。一つ一つの仕掛

けを検証できても、それらを一つの「パッケージ」として適用する場合、検証結

果の単純足し上げとはならない可能性もある。また、実験の対象だという意識が

被験者に強く生じる場合、心理的なバイアスが発生する可能性もある。 

一方、実空間ではユーザーが、被験者であることを強く意識せずに、働きなが

ら体験できる（ライブオフィス）という利点がある。他方で被験者が人事異動で

いなくなったり、複数の仕掛けのそれぞれの効果が曖昧となったりするなどの

問題がある。働く人に余計な負担をかけないようにする必要もある。オフィス以

外の勤務（ハイブリッドワーク）が自由に選択できる働き方を前提とすれば、オ

フィス空間以外で創造性の影響を計測することはなおさら難しくなる。 

 
12 大勢の一般人を評価者とする場合、多数決ではその評価能力は全体の平均へと収れんしてしまうという

問題がある。この点について、VISITS Technologies 社は「何名かの棋士が集まって多数決をすれば最善

手を選ぶ確率は上がりますが、投票者を増やしすぎて、例えば一般アマチュアまで一人一票で投票に参加

すると、総意として凡庸な選択肢が選ばれてしまうことは容易に想像されることでしょう。極端な場合、

多数決において判断能力（目利き力）のない投票者の参加割合が増えると、無作為（サイコロ振りと同

じ）の意思決定に近づいていってしまうのです。」と説明している。 
13 現状、同テストは従業員の創造力スコアやタイプが可視化されるため、最適な人材配置やお互いの弱点

を補完し合うチーム形成のために社内利用されている一方、企業の採用選考で用いられることも多く、受

検者の大多数は就職を控えた学生と思われる。 
14

 課題解決の提案は、現地視察から戻った約 2 週間後に、それぞれがプレゼンテーションを行う（チー

ムでの発表ではない）。これまでには、参加者が属する企業の強みを活かした提案が多かったという。 
15 Parke, M. R. et al., (2021). The Creativity and cross-functional benefits of wearing hearts on sleeves: 

Authentic affect climate, information elaboration, and team creativity. Organization Science, 33(3), 600-

623. 
16

 コンソーシアム参加メンバーによる同社秋葉原 UDX ビル内の「４×SCENE」見学会の模様は、コン

ソーシアムホームページに記載。 
17

 Massive Open Online Courses の略（ムークと呼ばれる）。オンラインを通じて海外や遠方の教育機関

が提供する講座を受講できる仕組み。 
18 

Project-Based Learning（課題解決型学習）の略。米国の教育学者のジョン・デューイが提唱した学習

理論で、学習を能動的なものと規定し、知識の暗記にみられる受動的なものではなく、自ら問題を発見し

解決していく能力を身につけていくことを説いている。
 

19
 MR（複合現実）とは、VR（仮想現実）と AR（拡張現実）が掛け合わさったような体験ができる技
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術で、リアルの世界にデジタルのオブジェクト（情報/コンテンツ）を表示させたうえで、それを手で触

れたりして直観的に操作することなどができる。なお、XR（クロスリアリティー）とは、こうした技術

の総称である。 
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4 章 結びに：未来に向けた可能性 

 

 

コンソーシアムの議論では、以上のような共通の課題や気づきを踏まえたう

えで、今後の活動へのヒントや未来に向けた可能性を示す点も浮かび上がって

きた。その中でも以下 3 つは、我々の今後の活動における指針として考えるべ

き点である。 

（１）創造性向上には、「個人」と「環境」の双方への働きかけが必要である 

コンソーシアム参加企業は、事業の特性や得意分野を踏まえて、「個人」と、

「環境」のどちらか一方に重点を置いて、創造性向上への取り組みやサービスを

行っている。「個人」の創造性は、「環境」を変えることで高まる余地があるかも

しれない。他方で、「環境」を変えただけでは、「個人」の創造性の向上余地は限

られるだろう。組織としての創造性は、「個人」と「環境」の双方に働きかける

ことで、改善するのではないか。 

さらに、「個人」と「環境」のインタラクション（相互作用）が重要ではない

か。例えば、竹中工務店技術研究所の改修デザインの過程で、「そこで働く人（研

究員）自身が作業に参加することで、ワークプレイスに対する満足度が高まった

と感じる」との指摘は興味深い。そうしたところを踏まえると、「個人」への働

きかけを得意とする企業と「環境」作りで実績がある企業との間で、コラボレー

ション（協業）の余地があるのではないか。 

（２）AI などの新技術の活用で、現在の困難を乗り越えられる可能性がある 

 学術的な研究にせよ、企業の取り組みにせよ、現時点で直面する制約や困難の

うち、近い将来に AI などの新技術が解決をもたらす可能性は高まっている。最

近では、会議（会話）が創造的かどうか判断する際に、大量の言語データをテキ

スト化し、AI に自然言語処理（NLP）を行わせることで、会話の「量」は元よ

り、「質」（中身）の分析も容易となってきている20。 

コンソーシアム会員企業である VISITS Technologies は、創造性の計測におい

て評価者を探すコストや作業負担を劇的に下げる画期的な日米特許技術を発明

し、「デザイン思考テスト」で活用している。こうした技術の進歩は、創造性の

計測、創造性向上のメカニズム解明にブレイクスルーをもたらすかもしれない。 
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（３）コンソーシアムにおける互いの経験の共有から学ぶことは多い 

 創造性の向上を支援するべく、さまざまな取り組み・サービスをデザインする

うえでは、各社とも試行錯誤を繰り返している。そうした際には、うまくいかな

かったことも多いほか、どうすれば良いか悩んでいる点も多い。コンセプトが正

しいとしても、それを実践レベルに展開する際には、実務的な困難も多い。 

例えば、オフィス空間の創造性の計測では、「必要な情報を正確に取得する」

ことと、「ユーザー（被験者）に心理的な負荷をかけない（実験を意識させない）」

ことのバランスをどう取るべきかについてさまざまな考え方が存在しており、

専用のウェアラブルデバイスの利用、スマホ・アプリの活用という点などにおい

て、違いをもたらしている。また、計測機器に関連して、「スマートウォッチに

よりオフィス内の歩数を計測しようとしたが、同デバイスにアレルギー反応を

起こすユーザーが複数発生した」、「機器が製造中止となり、入手困難となった」、

「スマホにアプリを入れて計測しようとすると、バッテリーの消耗が早い」とい

った悩みが聞かれている。ユーザーに実施するアンケートについても、「同じこ

とを聞くにしても、質問の仕方で回答が変わる」といった難しさも共有されてい

る。 

これらは細部にわたる点を含んでいるが、そうした極めて実務的な論点につ

いても参考になる点は多い。また、自らにエキスパティーズが不足している一方

で、他社が技術面で先行している事例があれば、そうした先と協業する可能性も

考えられるだろう。 

結語（次のステップに向けて） 

以上を踏まえたうえで、本コンソーシアムとしては、引続きその活動を通じて

有益な情報を収集し、忌憚の無い意見交換を行うことで、互いにさらに議論を深

めて参りたい。「AI を活用した創造性向上」、「創造性とエンゲージメントやウェ

ルビーイングとの関係」、「創造性がイノベーションへと繋がるプロセス」などが、

その対象となり得るだろう。参加企業のみならず、関心を有する企業、専門家の

方々より広く、意見を頂戴できれば幸いである。 

また、我々が蓄積してきた知見を社会へ還元することを検討したい。特に創造

性を身近なものと捉えられるよう、創造性やその向上方法について、わかりやす

く説明して参りたい。 
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さらに異業種が参加しているという本コンソーシアムの特徴を活かして、互

いの強みを活かした形で、新しいサービスの創出に向けた共同研究・実験なども

可能性を探っていきたい。 

引続き私たちの取り組みが、社会における創造性への意識を高め、働く人の創

造性を実際に向上させることを通じて、イノベーションの創出や働く人の幸せ

につながっていくことを期待したい。 

2024 年 12 月 16 日 

はたらく人の創造性コンソーシアム 

参画企業一同 

         以 上 

 

 

 
20 現在の研究は、言語データの「意味的距離（Semantic Distance）」を計測し、それが大きいほど「創

造性が高い」と評価するという考え方を採用している。ただしこうした方法は、「新規性」の計測に適

している一方で、「有意性」の評価には課題が残されている。 
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（BOX）創造性の 4 つのタイプと創造的自己 

 コンソーシアムでは、聖心女子大学の石黒千晶専任講師を招き、創造性のタイプ

について学び、創造性への理解を深めた。以下は、その際の講義の内容である。 

「創造的自己」とは、自分自身の創造性に対する信念のことである。自分自身で

創造性への自信や価値を感じると、創造的自己が高いといえる。一方で、創造性へ

の自信や価値を自身で感じていないと、その人自身の「創造的潜在能力」（多様でオ

リジナルなアイデアを考える認知能力）が高くても創造的な活動や成果につながり

にくい結果になる 21。 

創造性のタイプには四つある。「社会を変える革新的な創造性」（Big-C）、「専門分

野での創造性」（Pro-c)、「しっかりとした貢献がある日常的な創造性」（Little-c)、「学

習プロセスの一部である個人内の創造性」（Mini-c）で、このうち「Pro-c」「Little-c」

「Mini-c」については日々の生活の中で発揮される 22。 

 

 

 

 

 

 

 

創造的自己を高めるためには、創造性に関する教育や講座を行うことが効果的で

あると考えられる。①創造性の主な理論と研究に関する講義②グループでの創造活

動の実践（ブレインストーミングなどの発散・収束思考のテクニック）③仕事や家

庭などでの創造活動の企画・実践－の 3 内容からなる講座を実施したところ、参加

者の創造的自己が高まったという研究結果がある 23。 

創造性に対するハードルを下げるためには、社会を変える革新的な創造性である

「Big-C」のみならず、日々の生活で発揮される「Mini-c」「Little-c」「Pro-c」も立派

な創造性であると教育などで広め、創造性神話を打破していくことが考えられる。 

創造性神話とは、創造性についての事実とは異なるステレオタイプのことであり、

職場や学校での創造性教育に悪影響を及ぼしている。特に日本においては、創造性

とはいわゆる「Big-C」であるとの思い込みが強いことが研究結果としても見えてき

ている。創造性は特別な才能がないと発揮されないというネガティブな思い込みを

変えていくのが大事だと考えられる。 
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21 Karwowski, M., & Beghetto, R. A. (2019). Creative behavior as agentic action.Psychology of Aesthetics, 

Creativity, and the Arts, 13(4), 402 

22 Kaufman, J. C., & Beghetto, R. A. (2009). Beyond big and little: The four c model of creativity.Review of 

general psychology, 13(1), 1-12. 

23 Mathisen, G. E., & Bronnick, K. S. (2009). Creative self-efficacy: An intervention study.International 

Journal of Educational Research, 48(1), 21-29 
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